
令和5年3月27日

「放課後児童クラブの安全対策に関する調査」＜改善意見の通知に対する改善措置状況
（フォローアップ）の概要＞

【通知先】 厚生労働省 【通知日】令和4年3月28日 【回答日】 令和5年2月28日（改善状況は令和5年2月28日現在）

総務省中部管区行政評価局では、災害や事故・ケガ等が発生した場合の備えを中心に、放課後児童クラブの安全に関する
取組状況及び市町村からの支援状況について調査を実施。令和4年3月、調査結果を公表

主な改善措置状況改善通知（主な調査結果）

厚生労働省に対し、以下の事項を通知

● 全国の市町村に対して、域内の放

課後児童クラブに、放課後児童クラブ

運営指針における災害時や事故・

ケガ等発生時の対応マニュアルの

趣旨について、改めて周知徹底する

よう注意喚起を行うこと。

＜主な調査結果＞

① マニュアルが作成されていないほか、

マニュアルとしての役割が果たされてい

ない資料等をマニュアルと認識していた

施設があった。（いずれも民立施設）

② 調査対象とした6市はいずれも、立入

検査の際に、マニュアルの内容を詳細に

確認し、助言や指導をすることまでは

行っていなかった。

厚生労働省において、以下のような改善措置を実施

● 各都道府県・市町村に、以下の事項について通知（令和４年５月31日）

① 放課後児童クラブに対し、災害発生時や事故・ケガ発生時等の対応
マニュアルの作成の重要性について改めて周知

② マニュアルの策定状況・内容を把握し、必要に応じて助言・指導を行う

＜上記措置後の市町村の取組例（当省確認結果）＞

・ 「職員の役割分担がされているか」、「避難経路を複数設定しているか」など、

マニュアルの内容が適切であるかを確認する項目を含んだチェックリストを放課後児童

クラブに作成・配布。立入検査でチェックリストを活用してマニュアルの内容を確認し、

指導・助言を実施。見直し状況は、来年度の立入検査で確認予定

・ 民立の放課後児童クラブの担当者会議を開催し、マニュアル作成の重要性について

説明。その際に市作成のマニュアルを提示する等により支援を実施

・ 市内全ての放課後児童クラブを対象に、災害対応マニュアルを中心としたマニュアル

の内容に係る研修を開催

なお、令和4年11月、厚生労働省は児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正
する省令（令和4年厚生労働省令第159号）において、放課後児童クラブに対して、安全に関する事項

についての計画の策定を義務付けた。(注)

省令改正に伴い各都道府県・市町村に発出された事務連絡では、安全確保に関する取組の

具体例として、災害時や事故・ケガ発生時等の対応マニュアルの作成・共有を行うことを示している。

(注) 令和5年4月1日から努力義務とし、6年4月1日から義務化

総務省
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「放課後児童クラブの安全対策に関する調査」 

＜改善意見の通知に対する改善措置状況（フォローアップ）の概要＞ 

【総務省中部管区行政評価局による調査の実施時期】 

実 施 時 期  令和 3年 6月～令和 4年 3月 

【通知日及び通知先】   令和 4年 3月 28 日 厚生労働省 

【回 答 年 月 日】   厚生労働省 令和 5年 2月 28日 

※ 改善状況は令和 5年 2月 28日現在

【調査の背景事情】 

○ 放課後児童クラブとは、児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し

授業の終了後等に、適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業（放課後健全育成事業）を行う施設である。放課後健全育成事業は

、

、

その地域の実情に応じて、市町村が主体となって実施している。 

○ 厚生労働省は、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」（平成 26年厚生労働省令第 63号）及び「放課後児童クラブ運営方針」（平

成 27 年 3 月 31 日付け雇児発 0331 第 34号）により、子どもが安心して過ごせる生活の場としてふさわしい環境を整え、安全面に配慮しながら子ども

が自ら危険を回避できるようにしていくこととしている。 

○ 「放課後児童クラブ運営指針」では、災害時や事故・ケガ等発生時の対応マニュアルの作成が求められている。

○ 総務省中部管区行政評価局は、放課後児童クラブについて、災害や事故・ケガ等が発生した場合の備えを中心に、放課後児童クラブの安全に関する

取組状況及び市町村からの支援状況を調査した。 
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通知事項等 

 

全国の市町村に対して、域内の放課後児童クラブに、放課後児童ク

ラブ運営指針における災害時や事故・ケガ等発生時の対応マニュアル

の趣旨について、改めて周知徹底するよう注意喚起を行うこと。 

 

＜総務省中部管区行政評価局の調査結果＞ 

○ 22 の放課後児童クラブに対して災害時や事故・ケガ等発生時の対応

マニュアルの作成状況を調査した結果、マニュアルが作成されていない

ほか、マニュアルとしての役割が果たされていない資料等をマニュアル

と認識していた施設がみられた。 

 

 ・ 災害時対策マニュアルの作成状況 

ⅰ）マニュアルが作成されていない（2施設） 

ⅱ）保護者向け資料（入所時の利用者手引）において、警報等発令

時の施設の対応や開閉所の判断などが触れられているため、これ

を災害時対策マニュアル扱いとしているが、同資料では単一な事

項しか触れられておらず、マニュアルとしての役割が果たされて

いない（2 施設） 

ⅲ）消防計画や水防法（昭和 24 年法律第 193 号）に基づく洪水時

の避難確保計画等、作成の趣旨が異なるものを災害時対策マニュ

アル扱いとしており、マニュアルとしての役割が果たされていな

い（3施設） 

 ・ 事故・ケガ等発生時の対応マニュアルの作成状況 

ⅰ）マニュアルが作成されていない（6施設） 

ⅱ）保護者向け資料（入所時の利用者手引）において、病気・ケガ

等の際の保護者への対応などが触れられているため、これを事

故・ケガ等発生時の対応マニュアル扱いとしているが、同資料で

は、単一な事項しか触れられておらず、マニュアルとしての役割

が果たされていない（1 施設） 

 

 

 

 

 

 

 

＜

改善措置状況 

厚生労働省が講じた改善措置状況＞ 

 令和 4年 5月 31日付けで、各都道府県・市町村の放課後児童健全育成

事業担当部（局）に対して「放課後児童クラブにおける災害時や事故・ケ

ガ発生時等の対応マニュアルの作成について」の事務連絡を発出し、以下

の事項を依頼した。 

 管下の放課後児童クラブに対し、災害発生時や事故・ケガ発生時等の対

応マニュアルの作成の重要性について改めて周知すること 

 マニュアルの策定状況・内容について把握し、必要に応じて助言・指導

を行うこと 

○

・

・

 

○ なお、令和 4年 11月 30日に「児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令（令和 4年厚生労働省令第 159 号）」において

放課後児童クラブに対して、安全に関する事項についての計画の策定を義

務付けた。（注 1） 

省令改正に伴い、各都道府県・市町村の民生主管（局）宛てに発出され

た事務連絡（注 2）では、当該取組の具体例として、災害発生時や事故・ケ

ガ発生時等の緊急時の対応マニュアルの作成・共有を行うことを示してい

る。 
（注）1 令和 5年 4月 1日から努力義務とし、6年 4月 1日から義務化 

2 放課後児童クラブ等における安全計画の策定に関する留意事項等について

（令和 4年 12月 21日付け厚生労働省子ども家庭局子育て支援課事務連絡） 

、
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通知事項等 

○ 調査対象とした 6市はいずれも、立入検査の際に、マニュアルの内容

を詳細に確認し、助言や指導をすることまでは行っていなかった。 

 

改善措置状況 

 

 

 

 

＜上記措置後の市町村の取組例（当省確認結果）＞ 
 
（例 1）  

災害等（5種類：地震、火災、水害、台風、不審者対応）及び事故・ケガ

のマニュアルについて、内容が適切であるかを確認するという項目

（例：「職員の役割分担がされているか」、「避難経路を複数設定しているか」、

「保護者への引き渡しについて明記しているか」等）を含んだチェックリ

ストを作成し、市内の放課後児童クラブへ配布した。各放課後児童

クラブでチェックし、市で回収。回収したチェックリストを参考に、

立入検査でマニュアルの内容について確認し、助言・指導を行った。 
 見直し状況は、来年度の立入検査で確認予定である。 
 
（例 ）

  民立の放課後児童クラブの担当者会議を開催し、マニュアル作成

の重要性について説明。その際に市作成のマニュアルを提示する等

により支援を実施した。 

2  

 
（例 3） 

 市内全ての放課後児童クラブを対象に、災害対応マニュアルを 
中心とした、マニュアルの内容に係る研修を開催。立入検査でマニ

ュアルの内容をチェックしたところ、施設によって内容の充実度に

差がある状況であったため、今回の研修テーマを設定した。 




